
  

 

※新元号適用日以降
の和暦表記が「平成」
となっている場合は、
二重線を用いて訂正
する。 

その会社の事業種別
を確認して下さい。 

決算期が新元号適用
日（2019 年 5 月 1日）
以降の日付を含む場
合は、「令和」表記とす
る。 

※事業報告書全体を通じての留意事項 

・項目に該当がない場合は「空欄」や「記載なし」とするのではなく、「０」な

どを記載するようにしてください。 

・「注記表」や「株主資本等変動計算書」の添付がない場合がありますが、必要

なものなので必ず添付するようにしてください。 

●事業報告書及び輸送実績報告書の早期提

出への協力依頼文書添付資料  



  

 

・乗用以外の事

業を経営して

いる場合は、必

ず記載してく

ださい。 

・従業員数の記

載漏れがない

かも確認。 



  

 

貸切・乗用に記載があるため、２つの
事業をしていることが分かる。 

本省から求められる収支状況は、「乗用」の収益と費用の数値を使用しま
す。この収益と費用の算出は損益明細書で確認することになります。 



  

 

「株主資本等変動

計算書」の記載と

整合性がとれない

場合があるため、

注意。 

資産の部合計＝負債の部合計＋純資産の部合計 

（234,400） （159,500）   （74,900） 

※株主資本に限

らず、固定資産額

等についても、添

付書類と整合性

がとれない場合

があるため注意

してください。 



  

 

添付漏れが多いため注意。 

税抜方式による会

計処理が基本のた

め、その旨を記載。 



  

 

貸借対照表の純資産の部、株主

資本の記載との整合性がとれて

いるか要確認。 

添付漏れが多いため注意。 



  

 
 
 

種別が「乗用」となっているか確認。まれに２つ
の種別に〇されているケースがあるので注意。 

⑤人件費は、人件費明
細書の合計と一致する
か確認して下さい。 

①青色枠の項目は必須
ですので、未記入の場
合は確認して下さい。 

②黄色枠の項目は必須
ではありませんが、一
般に費用が発生するも
のです。 

③人件費は、人件費明
細書の合計と一致する
か確認して下さい。 

④固定資産明細書に固
定資産が計上している
場合、通常、原価償却
費は発生します。 

合計の欄と損益計
算書の収益の欄が
一致しているか確
認して下さい。 

合計の欄と損益計
算書の費用の欄が
一致しているか確
認して下さい。 

注意）紙媒体ですので集計に誤りがある可能性があります。必ず

電卓で検算して下さい。 

一般的に「乗用」の収益は、旅客運賃のみ。ちなみに運送
収入のその他は手回品料金や道路利用料等、雑収入は広
告ラッピング費が考えられ、会社によって異なる。 



  

 
 
 

運行管理者、整備

管理者など。 

 

事務員や取締

役、監査役など

の役員。 

損益明細表の人

件費（運送費）と

値が一致してい

ること。 

損益明細表の人

件費（一般管理

費）と値が一致し

ていること。 



  

 
 

乗用以外の事業の分を

記載。 

乗用以外の事業を行っ

ていない場合は「０」

を記載。 

乗用のみに○を付し、乗用

のみの数値を記載。 


